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令和5年

３月28日 こども政策の強化に関する関係府省会議（第５回）

３月31日 こども政策の強化に関する関係府省会議（第６回）

・とりまとめ「こども・子育て政策の強化について（試案）」

４月１日 こども家庭庁設立

＜参考＞政府における少子化対策や働き方・社会保障等に関する検討の動き

＜岸田総理ぶらさがり発言＞

・この試案を踏まえて、必要な政策の内容、予算、財源について、与党と連携しながら

議論を深めていきたい。

・全世代型社会保障構築本部の下で、私を議長として、関係閣僚、有識者、子育ての

当事者、関係者、関係団体、こうした方々の参画を求め、こども未来戦略会議を立ち

上げることといたします。

・この体制の下で、検討を進めて、６月の骨太の方針までに最終的な子供子育て予算

の大枠を示していきたい。



令和５年

４月７日 こども未来戦略会議（第１回）

４月27日 こども未来戦略会議（第２回）

５月17日 こども未来戦略会議（第３回）

６月 骨太の方針2023閣議決定予定
女性活躍・男女共同参画の重点方針2023策定予定

＜参考＞政府における少子化対策や働き方・社会保障等に関する検討の動き

＜主な検討事項＞

育児期を通じた柔軟な働き方の推進

・こどもが２歳未満の期間に時短勤務を選択した場合の給付の創設

・「子の看護休暇」の対象となるこどもの年齢や休暇取得自由の範囲の拡大

多様な働き方と子育ての両立支援

・雇用保険が適用されていない週所定労働時間20時間未満の労働者の雇用保険適用拡大

・自営業、フリーランスの方々の育児期間の保険料免除制度の創設

＜岸田総理締めくくり発言＞

・若者・子育て世代の所得を増やすための一丁目一番地は、「構造的な賃上げ」の実現であり

ます。

・男女ともに働きやすい環境の整備、希望する非正規雇用の方の正規化、女性の就労の壁と

なっている制度の見直し、同一労働同一賃金の徹底などに加え、リ・スキリングによる能力向

上の支援、個々の企業の実態に応じた職務給の導入、成長分野への労働移動の円滑化と

いう三位一体の労働市場改革を加速する必要があります。



＜参考＞国の施策及び予算に対する東京都の提案要求の概要

• 長時間労働の削減、有給休暇の取得促進、育児と仕事の両立支援

などの施策の推進

働き方改革の推進

• 男性の育児休業取得の促進

• 小学校就学後も利用できる所定労働時間の短縮措置等の両立支援

制度の導入・定着

企業が取り組む次世代育成支援の推進

• 女性活躍に向けた取組を行う企業に対する支援、行動計画の策定

支援の強化

• 子育て等により離職した女性の再就職支援

職場における女性の活躍を推進する雇用就業施策の充実

◎ 令和４年６月提案要求内容
※ 女性の働き方に関する内容を抜粋



＜参考＞東京都の主な施策

（資料出所）東京都政策企画局「未来の東京戦略 version up2023」



＜参考＞東京都の主な施策

（資料出所）東京都政策企画局「未来の東京戦略 version up2023」



＜参考＞東京都の主な施策



➢ イクボス宣言
・3,000人を超える全管理職が、毎年自らの言葉でイクボス宣言を実施
・育児等と仕事との両立に関する職場の共通認識の醸成

➢ 「育業」～育児休業を「社会の宝である子供を育む期間」と考えるマインドチェンジを都庁でも実施～

・子が3歳に達する日まで、原則2回まで
・子の出生後8週間以内に開始し終了する育業（産後パパ育休）も2回まで取得可能
・都では男性職員の育業取得率を令和７年度までに50％まで向上させることを目標

➢ フレックスタイム制・時差勤務
・4週間を1つの単位期間とし、合計155時間となるよう勤務時間を割り振る制度
・週休3日の設定も可能、1日最短3時間45分勤務とすることも可能
・午前7～11時まで、30分単位で始業時間の設定や日ごとに異なる勤務時間帯の設定が可能

➢ テレワーク
・実施回数の上限なし
・実施場所は自宅のほかサテライトオフィスでも実施可能、未来型オフィスも順次拡大

➢ 部分休業・育児短時間勤務
・小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、勤務時間の短縮が可能

➢ 育児時間
・生後1年3月に達しない生児を育てるため、1日90分以内で取得可能

➢ 子どもの看護休暇
・中学校就学の始期に達するまでの子を看護するため、1年につき5日取得可能
・子の予防接種や健康診断も取得対象、対象となる子が複数の場合10日取得可能

＜参考＞都職員における仕事と家庭の両立に関する制度



＜参考＞東京都の関連調査

令和４年度東京都男女雇用平等参画状況調査

 管理職に占める女性の割合は１割後半

 課長以上の管理職に占める女性の割合は11.9％で、令和３年度と比べて1.0 ポイント増加



＜参考＞東京都の関連調査

令和４年度東京都男女雇用平等参画状況調査

 育児休業取得率は男性従業員26.2％、女性従業員94.1％。男性の取得率は、前年度調査

23.8％から2.4ポイント増加

 男性従業員の育児休業の取得期間は、「1か月以上3か月未満」（38.3％）が最も多く、

次いで「5日以上2週間未満」（15.8％）。「1か月以上3か月未満」の割合は、

前年度調査35.7％より2.6ポイント増加



＜参考＞東京都の関連調査

令和４年度東京都男女雇用平等参画状況調査

 男性の育児休業の取得のため行っている取組については、「法改正に対応した制度整備

をする」（65.1％）が最も多く、次いで「社内制度の周知を行う」（56.4％）となって

いる。

 「法改正に対応した制度整備をする」の割合は、前年度調査27.3％より37.8ポイント増

加



＜参考＞東京都の関連調査

令和４年度東京都男女雇用平等参画状況調査

 男性の育児休業の取得に当たっての課題は、事業所、従業員ともに「代替要員の確保が

困難」（事業所68.8％／男性70.1％、女性66.7％）の割合が最も高い



＜参考＞東京都の関連調査

『東京の子供と家庭』の結果（速報）～令和4年度東京都福祉保健基礎調査～

 養育者の従業上の地位は、父母ともに「正規の職員・従業員」が最も高く、

母は「正規の職員・従業員」が4割超。

 また、両親世帯のうち、共働き世帯の割合は6割超



＜参考＞東京都の関連調査

『東京の子供と家庭』の結果（速報）～令和4年度東京都福祉保健基礎調査～

 「勉強のこと」で不安や悩みを感じることが「よくある」「ときどきある」と

答えた子供は5割強

 不安や悩みごとの相談相手で最も多いのは「母親」で7割強


